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2

新聞は、国の内外で日々起きる広範なニュースや情
報を正確に報道し、多様な意見・論評を広く国民に
提供することによって、民主主義社会の健全な発展
と国民生活の向上に大きく寄与している。

新聞が果たす公共的・社会的役割は、全国津々
浦々に張り巡らされた戸別配達網・新聞販売所の活
動によって支えられている。

デジタル化が進み、多様な情報伝達手段が登場す
る今日だが、新聞は中核的メディアとして機能してい
る。

はじめに
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指摘事項 新聞協会回答

１．数値目標の深掘りの検討

３０年目標に移行しわずか３年であり、
早急な見直しの検討に入る段階にないと
考える。「年平均１％削減」は省エネ法
に準拠しており、わかりやすく、数値も
妥当といえる。
現在の数値目標は適切であると考える

が、今後のアンケート結果を踏まえ、そ
の都度検討していきたい。

２．本社ビル、印刷工場、監理外として
いる輸送部門の状況把握

新聞輸送は複数の業者が担当するうえ、
非常に複雑な配達網を形成しており、新
聞社による全体把握は困難。
委託先へ取り組みの充実を働きかけて

いる。

１．昨年度専門委員会での指摘事項の整理
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指摘事項 新聞協会回答

３．他部門での貢献（サプライチェー
ン）の検討

新聞協会加盟社は、カーボン・オフ
セットの取り組みや古紙回収、再生可能
エネルギーの使用などに取り組んでいる。
⇒スライドｐ２１参照

４．「延べ床面積」以外の項目の検討

他業種と比較すると新聞印刷工場がフ
ル稼働する時間帯は限られるので、動力
系より建屋系のエネルギー消費量が大き
い場合が多い。
省エネ法に準拠していること、削減率

が見えやすく各社が自主行動計画に参加
しやすいことも加味し、「延べ床面積」
を採用している。

１．昨年度専門委員会での指摘事項の整理



加盟社数：新聞103社 通信4社 放送22社 （2019年12月現在）

新聞社従業員数：97社（法人単位）3万8594人（2019年4月現在）

発行部数：3990万1576部 （2018年10月現在。朝夕刊セット1部換算）

戸別配達率：95.29％ （2018年10月現在）

1世帯当たり部数：0.70部 （2018年10月現在）

5

２．新聞協会の概要



新聞は正確な情報と公正な論評で

民主主義の発展に寄与する

⇒次代を担う子どもたちや学生、若手社会人に新聞
の大切さを知ってもらうことが重要な課題。
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２．新聞協会の概要



（別会社）

読者

新聞社

通信社

輸送会社

販売所

印刷工場
独立事業者
※折り込み広告（新聞に折
り込んであるチラシ）は、新

聞社から独立した新聞販
売所の事業。
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２．新聞協会の概要

新聞が届くまで



紙とデジタルの関係

報道機関が地球温暖化対策に貢献する手段は、国民に
あまねく情報を伝達すること。この使命を全うする媒
体として、我々は、環境負荷低減を目的に「紙」を減
らして「デジタル」媒体を増やすという考え方はとっ
ていない。「紙」か「デジタル」かの以前に、国民が
情報に接する機会を増やすことが重要。
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２．新聞協会の概要

「紙」と「デジタル」
一方の需要が増えれば

もう一方が減るというものではない



新聞・通信社は、企業として、省エネ・リサイ
クル活動を推進し、地球温暖化防止に向けた努
力をする。

新聞・通信社は、報道・言論・事業活動を通じ、
環境問題に対する読者の意識を高める。

３．新聞協会の環境対策の取り組み

（基本認識と対応）

基本認識と対応

9



（新聞協会組織としての対応）

３．新聞協会の環境対策の取り組み
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新聞メディアの強化に関する委員会
（15社15人の経営幹部で構成）

｜

新聞・通信社環境対策会議
（15社15人の総務・管理部門責任者で構成）

経営トップ主導で推進



（第３次自主行動計画の策定）

３．新聞協会の環境対策の取り組み
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 2007年10月 「環境対策に関する自主行動計画」

 2013年 4月 「 同 第２次自主行動計画」

2020年数値目標（第２次計画）は、2015年度までに達
成を確認。

2016年12月、新たな2030年数値目標を策定し、「環境
対策に関する第３次自主行動計画」に移行。

移行４年目の現在、鋭意努力中。



（2030年数値目標①）

３.新聞協会の環境対策の取り組み
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数値目標指標は「エネルギー消費原単位」

エネルギー消費量（原油換算・kl）

÷
延べ床面積（㎡）

2030年まで年平均１％削減を目指す



エネルギー消費原単位算出の分母は

「延べ床面積」

・省エネ法準拠

・エネルギー消費の実態に合致

・削減率が見えやすく、各社の参加を後押し

・新聞印刷工場の性質を考慮

13

３．新聞協会の環境対策の取り組み
（2030年数値目標②）
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≪新聞社の印刷工場の特性≫

・印刷から発送完了まで様々な工程があるうち、工場がフル稼働
する印刷時間帯は短い（販売店に届ける時刻が決まっているた
め）。

・照明や空調など建屋系のエネルギー消費量が、機器類を稼働さ
せる動力系よりもウエートが大きい場合が多い。

≪新聞印刷の実態≫
・自社・グループ会社での印刷、他社への委託など社により印刷
体制が異なる。

・社により部数が大きく異なる。

新聞協会では今後も、生産量ではなく「延べ床面積」により、
エネルギー消費原単位を算出していくことにしている。

３．新聞協会の環境対策の取り組み
（2030年数値目標②）



2018年度環境自主行動計画

◎参加社数 ： １０４社
（新聞・通信107社が対象）

◎社数カバー率 ： ９７.２％

参加社数、社数カバー率とも

ほぼ100％を達成

15

３．新聞協会の環境対策の取り組み
（参加社数・社数カバー率）



（達成状況）

３.新聞協会の環境対策の取り組み
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現時点でクリア

 2013年度  2014年度  2015年度  2016年度  2017年度  2018年度

エネルギー消費原単位 95.70 90.14 86.37 83.58 79.97 76.41

年平均削減率（％） ▲5.8 ▲5.0 ▲4.4 ▲4.4 ▲4.4

エネルギー消費量
（原油換算・万kl）

23.38 22.27 21.55 21.37 20.54 19.43

延べ床面積（千㎡） 2442.7 2470.2 2494.7 2556.7 2568.2 2542.2

社数カバー率（％）
調査回答社数（社）

94.4
102

95.4
103

98.1
106

99.1
107

98.1
106

97.1
104

2030年数値目標の達成状況（エネルギー消費原単位の推移）

※調査は新聞協会加盟新聞・通信107社が対象。
※過去のエネルギー消費量などに修正が出た場合は、翌年度に修正後の数値で再計算している。



（実施率)

不要照明の小まめな消灯 (95%）

クールビズ、ウオームビズの実施 （93%）

事務用紙使用量の削減 （85%）

（両面印刷や社内文書の電子化）

照明対応（間引き、人感センサー型導入）（81%）

（具体的な取り組み①）

３．新聞協会の環境対策の取り組み

実施率が８割を超える環境対策
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（具体的な取り組み②）

３.新聞協会の環境対策の取り組み
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省エネのための具体的対策

照明のLED化
社屋ビル、印刷工場等で積極的に対応

空調機器、熱源機器の更新
省エネ性能の高い機器類を順次導入



新聞印刷時に発生する「損紙」の節減

古紙や新聞用梱包材などのリサイクルの推進

パルプ使用量を極力減らした新聞用紙、古紙配合
率の高い再生紙の使用

＜新聞の古紙回収率＞ 2018年149.6％

※新聞の古紙回収には折り込み広告も含まれるため、回収率は100％を超えている。 2006年は145.3％

＜新聞の古紙回収量＞ 2018年378.8万トン（国内古紙回収量の18.3％）

【出典】古紙ハンドブック2019

（http://www.prpc.or.jp/wp-content/uploads/handbook2019.pdf 日本古紙再生センターHP 2019.11.12現在）

インキ量を抑えることができる高濃度インキを使用

３．新聞協会の環境対策の取り組み

（具体的な取り組み③）
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３.新聞協会の環境対策の取り組み
（技術開発、サプライチェーンの取り組み）
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技術開発は各社対応が原則

各社の努力の積み重ねにより、環境負荷低減、地
球温暖化防止に大きく貢献し、サプライチェーンの
取り組みにもつながっている。

≪新聞協会としての活動≫
 『新聞技術』等の機関紙誌を通じた情報共有

 「新聞協会賞」など各種顕彰活動

 先進社の事例見学、セミナー等の企画・実施



３.新聞協会の環境対策の取り組み
（技術開発、サプライチェーンの取り組み）
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環境にかかわる企業としての他部門での社会貢献活
動（サプライチェーン）

＜加盟各社の取り組み一例＞

・カーボン・オフセットの取り組み
・植林
・グリーン購入
・販売所などによる古紙回収
・地域清掃活動
・再生可能エネルギーの使用



４．加盟各社の啓発活動

加盟各社の啓発活動事例

①朝日地球会議（朝日新聞社）
②日韓（韓日）国際環境賞（毎日新聞社）
③紙面記事、広告における環境啓発活動（読売新聞社）
④日本最大級の環境展示会「エコプロダクツ」の開催（日本経済新聞社）
⑤「ふくのわプロジェクト」（産経新聞社）
⑥北海道内におけるＳＤＧｓの取り組みに関する連載記事（北海道新聞社）
⑦「あしたのみどりキャンペーン」 （河北新報社）
⑧「富士山クリーンキャンペーン２０１９」 （静岡新聞社）
⑨Ｇ２０エネルギー・環境関係閣僚会合での県内高校生提言の
紹介記事（信濃毎日新聞社）

⑩「Ｖｉｖａ地球」（中日新聞社）
⑪京都新聞滋賀本社ビルリニューアルオープン（京都新聞社）
⑫「エコキャンプ２０１９」 （山陽新聞社）
⑬「環境教室体験レポート」（中国新聞社）
⑭中高生による海外植林活動「ハチドリ隊」（西日本新聞社）
⑮環境問題に関する配信記事（共同通信社）

22



４．加盟各社の啓発活動 ①朝日新聞社
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☆朝日地球会議☆

朝日新聞社は、国際シンポジウム「朝日地
球会議２０１９」を１０月１４日から３日間、
都内で開催した。「ひらかれた社会へ 多
様性がはぐくむ持続可能な未来」をテーマ
に掲げ、東京五輪とＳＤＧｓ、海洋プラス
チック、すり減らない働き方、自分らしく生き
る、食品ロス、ブロックチェーンとビッグデー
タ、ＡＩ、先端技術、アイスランドに学ぶジェ
ンダー平等など約３０のセッションを開催し
た。
気候変動問題の第一人者ヨハン・ロックス
トローム博士と国谷裕子さんの対談では、
中高大生から地球の将来について鋭い質
問があった。人工知能が民主主義に及ぼ
す影響をとりあげたパネルディスカッション
「ＡＩと民主主義」では米政治学者ヤシャ・モ
ンクさん、米データサイエンティストのキャ
シー・オニールさん、数学者の新井紀子さ
んが活発な議論を展開した。
温暖化の影響で、開催直前に台風１９号に
直撃されたが、３日間でのべ５千人が聴講
した。

朝日地球会議



４．加盟各社の啓発活動 ②毎日新聞社
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☆日韓(韓日）国際環境賞☆

１９９５年、日韓国交正常化３０周年を記念して韓国の朝鮮日報社と創設。第２５回の２０１９年は日本の愛媛県立新居浜
工業高校ＶＹＳ部、韓国のグリーン・アジア・ネットワークに賞金各１万㌦などが贈られた。

新居浜工業高校ＶＹＳ部は廃棄される車いすを再生して国内外の福祉施設に寄贈する３Ｒの再生（リユース）活動を２０年
続けていることが、グリーン・アジア・ネットはモンゴルなどでの植林活動が評価された。

日本、韓国、中国、フィリピン、台湾、ロシア極東地域を含む東アジア地域は、急速な経済発展の動向が注目を集めている。
急速な工業化とエネルギー消費の増大に伴う大気汚染、酸性雨などの公害問題が国境を越えて広がっており、地球温暖化な
どにより自然環境の劣化も危惧されている。両社は環境問題を共通テーマとして顕彰活動を行うことで、両国のみならず東
アジア全体の環境保全への機運を高め、調和のとれた発展に寄与できると確信している。

日韓（韓日）国際環境賞



４．加盟各社の啓発活動 ③読売新聞社
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☆紙面記事、広告における
環境啓発活動☆

マクドナルドと提携して新聞輸送トラック
で塩を運ぶことで物流を効率化、二酸化炭
素削減に貢献しているほか、環境保全活動
などに取り組む学校・団体を表彰するコ
カ・コーラ環境教育賞（文科省、環境省後
援）にも協力するなど、環境に配慮した社
会を目指した事業を展開。また、世界各地
で環境保護活動に取り組むイオンの全面広
告（２０１８年３月２７日付）、各業界の
企業が持続可能な開発目標・ＳＤＧｓに向
けた環境活動を啓発する広告（２０１９年
８月２２日付）をはじめ各種環境保護への
関心を高める広告を掲載している。

紙面記事、広告による
環境啓発活動



４．加盟各社の啓発活動 ④日本経済新聞
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☆日本最大級の環境展示会「エコプロダクツ」を開催☆

一般社団法人産業環境管理協会との共催で、２０１９年１２月の３日間、
東京ビッグサイトで開催、１４万７６５３人が来場した。

人と自然と地球にやさしい、最先端の環境製品・サービスを体感しなが
ら地球温暖化の緩和などの環境問題、持続可能な社会の実現を考えるイ
ベントを目指している。

日本最大級の環境展示会「エコプロダクツ」を開催
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３．加盟各社の啓発活動 ⑤産経新聞社４．加盟各社の啓発活動 ⑤産経新聞社
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衣類のリユースでパラスポーツを応援!

ふくのわプロジェクト
産経新聞社では家庭などから不要な衣類を寄付してもらい、売却した

収益で４つのパラスポーツ競技団体を応援している。2 0 1 6年にスター
トし、同年と翌年度の東京都環境局「持続可能な資源利用に向けた」モ
デル事業に採択された。

2 0 1 9年からは東京都教育委員会のオリンピック・パラリンピック教
育「スクールアクション『もったいない』大作戦～東京３Rプロジェク
ト～」の活動にも位置付けられ、これまでに累計で都内の公立約3 3 0校
がふくのわの活動に取り組んでいる。

日本パラ・パワーリフティング連盟がカザフスタンで開催された世界
選手権で使用する日本代表選手団のユニフォームの製作費に充てるなど、
収益は有効に活用されている。パラスポーツの応援が寄付者のモチベー
ションともなっており、衣類の回収量は年々倍増している。

ふくのわでは現在、都内を中心に定置型の衣類寄付ボックス設置を進
め、サステイナブル（持続可能）な衣類回収体制の構築を目指している。

これまでの衣類の総回収量は約1 9 0トン、収益総額は約3 8 0万円
（ 2 0 1 9年 1 0月 2 5 日現在）。

衣類のリユースでパラスポーツを応援！

ふくのわプロジェクト



４．加盟各社の啓発活動 ⑥北海道新聞社
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☆「持続可能な開発目標
（ＳＤＧｓ ） 」を広く知っても
らう☆

北海道では「持続可能な開発目標
（ＳＤＧｓ）」の国連採択前から
市民団体が活動をはじめ、特に学
生の取り組みが活発だ。国のＳＤ
Ｇｓ未来都市には北海道と札幌市、
下川町、ニセコ町が選ばれている。
１８年末に北海道が「推進ビジョ
ン」を作成し、民間企業にも広が
りつつある。北海道新聞は１９年
４月から「ＳＤＧｓがわかる」と
題した１ページ特集を毎月掲載し、
小学生新聞などでも分かりやすく
解説。８月にはフォーラムを開催
した。

「持続可能な開発目標
（SDGｓ）を広く知っ

てもらう」



４．加盟各社の啓発活動 ⑦河北新報社
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☆あしたのみどり
キャンペーン☆

仙台市教育委員会、仙台商工会
議所、仙台市などとの共催で２
００９年から継続して行なって
いる事業。東日本大震災後は
「失われたみどりの再生」を
テーマに実施している。

（２０１９年６月２７日付朝刊）

あしたのみどり
キャンペーン



☆ 富 士 山 ク リ ー ン キ ャ ン
ペーン２０１９☆

富士山にまつわる読み物で環境啓
蒙紙面を展開。

２０１９年は「霊峰富士を彩る
雲」がテーマ。

古来より天気予測の指標となった、
富士山上空に現れる様々な雲を取
り上げた。

（２０１９年８月２１日付朝刊）

４．加盟各社の啓発活動 ⑧静岡新聞社
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富士山クリーンキャン
ペーン２０１９



４．加盟各社の啓発活動 ⑨信濃毎日新聞社

31

２０１９年６月、軽井沢町で開かれ
た２０カ国・地域（Ｇ２０）エネル
ギー・環境関係閣僚会合で、長野県
の高校生が、海洋プラスチックごみ
問題、野生動物との共存について、
日ごろの研究成果を踏まえて提言し
た。世界に向けた発信の詳細を若者
向けのページ「信毎ヤンジャ」で紹
介した。

（２０１９年６月２８日付朝刊）

Ｇ２０エネルギー・
環境関係閣僚会合で
の県内高校生提言を

紹介



４．加盟各社の啓発活動 ⑩中日新聞社
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☆Ｖ ｉ ｖ ａ地球☆

持続可能型社会を目指し
て作るページ。イベント
やインタビューなど中部
地区の環境情報や取り組
みを発信している。

当地区は、環境がテーマ
となった万博や、ＥＳＤ
ユネスコ世界会議が開催
されるなど、環境への意
識が高いエリアだ。

Ｖｉｖａ地球



４．加盟各社の啓発活動 ⑪京都新聞社
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☆京都新聞滋賀本社ビル

リニューアルオープン☆

２０１９年８月、京都新聞滋
賀本社ビル（滋賀県大津市）
を新しくオープンした。この
ビルは１９６５（昭和４０）
年の建設で、耐震面、環境面、
また作業効率的にも見直す時
期にきており、２０１８年４
月から解体、建て替え工事を
すすめていた。

新しいビルは①快適で効率的
なワークプレイス②災害に強
く事業継続性の高いＢＣＰオ
フィス③環境に配慮したエネ
ルギーオフィスの３点をコン
セプトに掲げている。

環境面では、ＬＥＤ照明、人
感センサー、節水型衛星機器
などを採用し、省エネルギー、
省メンテナンス化を図ってい
る。

京都新聞滋賀本社ビル

リニューアルオープン



☆エコキャンプ２０１９☆

「地球環境と私たち」をテーマに１９９８年から毎年取り組んでいる環境保護キャンペーン「山陽新聞エコプログ
ラム」の一環。２０１９年は８月２４、２５日に岡山県井原市の「経ヶ丸グリーンパーク」で開催。岡山県内の２
１家族約１００人が植樹や自然観察教室などの野外活動を通して自然の大切さを学んだ。これまでに約２５００人
が参加している。

４．加盟各社の啓発活動 ⑫山陽新聞社
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エコキャンプ２０１９



４．加盟各社の啓発活動 ⑬中国新聞社
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☆環境教室体験レポート☆

２００２年にスタートし今回で１
８回目。小・中学校で環境の大切
さを学ぶ課外授業を実施。授業で
は協賛企業の担当者が企業の活動
を紹介し環境への理解を深める。
さらに紙面で採録し、読者にも環
境について考えてもらう。

▼環境教室を紹介する記事
（２０１９年８月８日付朝刊）

環境教室体験レポート



４．加盟各社の啓発活動 ⑭西日本新聞社
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☆中高生による海外植林活動
「ハチドリ隊」☆

中高生に環境問題について理解を
深めてもらおうと、２００８年に
始めた植林活動は今年で１１回目
を迎えた。西日本新聞社と西日本
新聞エリアセンター連合会が、砂
漠化が進む中国・内モンゴル自治
区で４回、５回目からはベトナム
で活動している。愛称は、ハチド
リが森林火災を消そうと、くちば
しで水を運んだ南米アンデスの伝
説にちなみ、着実に環境保護に取
り組むという思いが込められてい
る。２０１６年４月には、中国の
程永華駐日大使から「中国の緑化
に貢献した」として表彰された。

（２０１９年１０月２日付朝刊）

中高生による海外植林活動
「ハチドリ隊」



４．加盟各社の啓発活動 ⑮共同通信社
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☆環境問題に関する

記事配信☆

「地球環境２０１９」。地球
温暖化による各方面への影響
および最新の動向を紹介。

国や自治体、企業の環境問題
への取り組みをまとめた報道。

（２０１９年８月８日付信濃
毎日新聞夕刊）

環境問題に関する
記事配信



５．最後に
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 戸別配達網によって紙の新聞が読者に届けられることが
日本社会の安定に寄与している。

 新聞はほとんど再生紙を使っている。

 各社は従来から啓発記事などを積極的に発信して、環境
問題の重要性を読者に伝えてきた。同時に自社ビルや関
連施設などで省エネに努力し続けている。

日ごろはスクープ競争でライバル関係にある加盟各社だ
が、環境問題についての考え方は、各社の経営トップを
含め加盟全社で共有している。



５．最後に
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新聞・通信各社は

今後も民主主義の発展に寄与し、

環境負荷低減の牽引役となるよう

業界を挙げて引き続き努力する。



40

日本新聞協会ホームページ「Pressnet」

「新聞界における環境への取り組み」

https://www.pressnet.or.jp/about/environment/index.html

（注）当資料に収録する記事やデータ類の無断利用、転載を禁じます。




